
 放課後児童保育室保育料について 

保育料の決定について 
◆ 保育料は、該当年度の市区町村民税所得割額（保護者合計額）により決定します（「新座市放課後児童

保育室保育料基準表」に基づきます。）。 

保育料納付月 算定根拠となる市区町村民税の年度 

該当年度４月～８月分の保育料 前年度分の市区町村民税所得割額 

該当年度９月～３月分の保育料 該当年度分の市区町村民税所得割額 

◆ 所得割額については、自治体で発行している次の書類等で御確認いただけます。（下記参照） 

 ・特別徴収税額決定通知書（毎年５月頃発送） 

 ・納税通知書      （毎年６月頃発送） 

 ・課税証明書 

◆ 税額控除のうち調整控除のみ反映され、「住宅ローン控除」、「寄付金控除（ふるさと納税等）」、「外国税

額控除」、「配当控除」がある方は、その額を所得割額に加算した額で保育料を算定しますので、ご注意

ください。 

◆ 保育料は、登室していなくても、退室していなければ発生します。 

月の途中で退室した場合は、退室日までの日割り計算した額となります。登室した日数に関わらず登録

のある日数分の保育料がかかりますので、退室するときは、退室日当日までに届出をしてください（退室

日を遡ることはできません。）。 

◆ 祖父母が同居しており、父母が非課税世帯の場合、祖父母の市区町村民税所得割額で保育料を算定す

る場合があります。父母が別居していても離婚が成立していない場合や、離婚が成立していても同居し

ている場合は、父母が保育料算定上の扶養義務者となります。 

◆ 未申告等により該当年度の市区町村民税所得割額が確認できない場合、最高階層の保育料となります。 
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給与所得等に係る市民税・県民税 特別徴収税額の決定・変更通知書の見本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保育料算定根拠年度に注意 

拡大したもの 

加算する 

「住宅ローン控除」、「寄付金控除（ふるさと納税等）」、「外国税額控除」、「配当控除」

がある方は、この摘要欄に金額が記載されています。 
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市民税・県民税 税額決定・納税通知書の見本（主に自営業の方） 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保育料決定通知の発送時期について 
・４月に入室される方 

◆ ４～８月分を４月２０日頃、９～３月分を９月２０日頃に送付します。 

・５月から８月に入室される方 

◆ 入室月～８月分を入室月２０日頃に送付します。９～３月分を９月２０日頃に送付します。 

・９月から３月に入室される方 

◆ 入室月～３月分を入室月２０日頃に送付します。 
 
保育料の変更について 
◆ 毎月１日時点の世帯状況により保育料を決定します。世帯構成に変更があった場合は、届出書の提出

をお願いします。変更日の翌月（１日が変更日の場合は当月）から保育料が変更となります（市区町村

民税所得割額の金額によっては、変更がない場合もあります）。 

 

修正申告等に伴う保育料の変更や未申告者等の保育料の更正について 
◆ 修正申告等に伴う保育料の変更 

修正申告等により市区町村民税所得割額に変更が生じた場合は、保育料が変わる可能性がありますので、

保育課へご連絡ください。なお、申出のあった月の翌月から保育料が変更となります。 

◆ 未申告者等の保育料の更正 

  未申告や税資料等の不足により保育料が決定できない場合は、最高階層で仮決定しています。申告の

手続きや必要書類の提出を確認次第、保育料を更正します。なお、年度を遡って更正することはできま

せん。該当年度内に提出してください。 
 

保育料の納入方法について 

◆ 原則、口座振替での納入をお願いしております。 

  口座引落し日は、毎月月末（月末が土・日・祝日の場合、翌営業日）となります。毎月の納入手続き

税額控除等の枠内の調整控除を除く金額と所得割額を加算する 

保育料算定根拠年度に注意 

拡大したもの 
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及び収納事務の効率化に御協力ください。 
 

ひとり親に準じた保育料の算定について 

◆ 離婚調停中又離婚裁判中で父母が別居している世帯に該当する場合、以下の２点を提出することによ

り、ひとり親世帯として保育料を算定します。 

ア 離婚調停中又は離婚裁判中であることを証明する書類 

イ ひとり親であることの申立書（保育課又は市のホームページで配布） 

 

保育料の減免について 

◆ 特別な事情により生活の維持が困難となった方等で、以下の要件に該当する方は、保育料が減額又は

免除される場合があります。 

減免を受けようとする場合は、『新座市放課後児童保育室保育料減額・免除申請書』に必要事項を記

入し、その減免理由に該当することを証明する書類を添付の上、保育課に提出してください。 

なお、減免の対象となるのは、減額・免除申請書を受け付けた日以降の未到来の納付期限のものが対

象です。 

【減免の要件】  

① 地震、風水害等により著しい損害を被り生活が困難となった場合  

② 生計中心者の疾病等で生活が著しく困難となった場合（退職、休職等による収入の減少につい

ては、保育料の減免に該当しません） 


